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国際的要因に起因する配合飼料価格の大幅な変動が畜産経営に及ぼす影響を緩和する

ため、公益社団法人配合飼料供給安定機構（昭和50年２月１日に社団法人配合飼料価格

安定特別基金という名称で設立された法人をいう。以下「機構」という。）は、配合飼

料価格安定対策事業補助金交付等要綱（昭和50年２月13日付け50畜第303号農林事務次官

依命通知。以下「交付等要綱」という。）の定めによるほか、この要領に定めるところ

により、緊急的又は特例的な補塡金の交付を行うものとする。 

 

第１ 緊急的又は特例的な補塡交付金の内容等 

交付等要綱第６第２項による緊急的又は特例的な補塡金は次に掲げるとおりとし、

各交付金の交付要件等は、別記１及び別記２に定めるとおりとする。 

１ 緊急補塡交付金 

  別記１に定めるとおりとする。 

２ 特例補塡交付金 

  別記２に定めるとおりとする。 

 

第２ 財産の区分経理  

１ 交付等要綱第25第１項に定めるところによる、財産の区分経理について、緊急補

塡交付金の交付に要する財産は異常補塡準備財産に国の補助金の勘定（以下「緊急

補塡勘定」という。）を設け、特例補塡交付金の交付に要する財産は異常補塡準備

財産に国の補助金の勘定（以下「調整勘定」という。）を設け、他の財源と区分し

て経理するものとする。 

２ 機構は、畜産局長の承認を得て、交付等要綱に定める補助金勘定、緊急補塡勘定

及び調整勘定について相互に財産の繰り入れ及び繰り戻しを行うことができる。 

 

第３ 業務方法書 

機構は、緊急補塡交付金・特例補塡交付金それぞれの交付に係る業務方法書を作成

するものとする。 

  



（別記１） 

緊急補塡交付金 

 

第１ 緊急補塡交付金の交付要件 

緊急補塡交付金の交付は、緊急補塡交付金交付対象期（基準輸入原料価格（別紙算

式アにより算出される価格をいう。）の算定の対象期間直後の四半期を指す。以下同

じ。）において、次に掲げるアからエまでの要件（以下「緊急補塡交付金交付基準」

という。）の全てに該当する場合に行うものとする。 

ア 緊急補塡交付金交付対象期の直前８四半期までの各四半期のいずれにおいても、

通常価格差補塡金の交付（配合飼料価格安定基金（交付等要綱第２の(1)に規定する

配合飼料価格安定基金をいう。以下同じ。）の業務方法書により行われる通常価格

差補塡金の交付を指す。）が行われていること。 

イ 交付等要綱第６第１項(1)の要件に該当する場合における異常補塡交付金又は別記

２に定める特例補塡交付金の交付が行われないこと。 

ウ 緊急補塡交付金交付対象期の平均輸入原料価格が、直前の四半期の平均輸入原料

価格の90パーセント以上であること。 

エ 配合飼料価格安定基金が、別紙算式イにより算出された額又は別紙算式ウにより

算出された額のいずれか小さい額（以下「総緊急補塡額」という。）により補塡交

付金の交付を行うこと。 

 

第２ 緊急補塡交付金の交付 

 １ 機構は、業務方法書に基づき配合飼料価格安定基金に緊急補塡交付金を交付する

ものとする。 

 ２ 配合飼料価格安定基金は、前項の規定により緊急補塡交付金の交付を受けたとき

は、これを可及的速やかに当該基金に加入している畜産経営者に対して補塡交付金

として交付するものとする。 

 ３ 交付等要綱第７第４項に定めるところによる、交付等要綱第６第２項に該当した

場合の配合飼料の単位数量１トン当たりの緊急補塡交付金の額については、総緊急

補塡額の2/5とする。 

 ４ 緊急補塡交付金の交付に要する額は、緊急補塡勘定から全額を支弁する。 

 

第３ 緊急補塡交付金の交付の期間 

１ 緊急補塡交付金の交付は、緊急補塡交付金交付基準に該当した最初の緊急補塡交

付金交付対象期を含めて連続する３四半期（以下「緊急補塡対象期間」という。）

に限り、行うことができる。 

 ２ 緊急補塡対象期間に緊急補塡交付金交付基準を満たさなかった四半期については、

当該四半期以降の緊急補塡交付金交付基準の適用に関し、当該四半期において配合

飼料価格安定基金が業務方法書により行う通常価格差補塡金の交付が行われなかっ

たものとみなして、同基準のアに定める四半期には該当しないものとする。 

 



第４ 緊急補塡交付金の不交付及び返還 

機構は、配合飼料価格安定基金が次に掲げる事由のいずれかに該当する場合には、

緊急補塡交付金の全部若しくは一部を交付せず、又は既に交付した緊急補塡交付金の

全部若しくは一部を返還させることとする。 

ア 機構に提出した書類に虚偽の記載があったとき 

イ 当該基金に加入している畜産経営者に対して、総緊急補塡額に基づかない額によ

り緊急補塡金の交付を計画し、又は緊急補塡金を交付したとき 

ウ その他機構に対する業務を怠ったとき 

 

第５ その他 

１ 機構は、令和５年３月に国が交付した補助金のうち、令和４年度配合飼料価格安

定対策事業補助金の額の確定の通知について（令和５年４月25日付け５畜産第110号

農林水産大臣通知）により実績を確定した額について、緊急補塡勘定に繰り入れる

ものとする。 

２ 令和５年度第１四半期における緊急補塡交付金の交付について、別紙算式ウの適

用については、Ａｂの額に8,500円を加算する。 

  



（別記２） 

特例補塡交付金 

 

第１ 特例補塡交付金の交付要件 

特例補塡交付金の交付は、特例補塡交付金交付対象期（基準輸入原料価格（交付等

要綱別紙算式Ⅰにより算出される価格をいう。）の算定の対象期間直後の四半期を指

す。以下同じ。）において、次のア又はイに掲げる要件のいずれかに該当し、かつウ

からオまでに掲げる全ての要件に該当する場合に行うものとする。 

ア 特例補塡交付金交付対象期の平均輸入原料価格が、基準輸入原料価格の115パーセ

ントを超えること。 

イ 特例補塡交付金交付対象期の平均輸入原料価格が、基準輸入原料価格の115パーセ

ントを超えず、かつ、特例基準輸入原料価格（交付等要綱別紙算式Ⅴにより算出さ

れる価格をいう。以下同じ。）の123.3パーセントを超えること。 

ウ 配合飼料価格安定基金が、アに該当する場合は別紙算式エにより算出された額

を、イに該当する場合は別紙算式オ又は別紙算式カにより算出された額のいずれか

小さい額を限度として定めた額（以下「総特例補塡額」という。）により補塡交付

金の交付を行うこと。 

エ 特例補塡交付金交付対象期分の通常価格差補塡金について、アに該当する場合は

別紙算式キにより算出された額、イに該当する場合は別紙算式クにより算出された

額以上の交付を行うこと。 

オ 配合飼料価格安定基金が、ウ及びエの要件を満たした上でなお、特例補塡交付金

交付対象期直後の四半期分の配合飼料の単位数量１トンあたりの交付額がおおむね

4,000円となる通常価格差補塡金を交付できる見込みがあること。 

 

第２ 特例補塡交付金の交付 

 １ 機構は、業務方法書に基づき配合飼料価格安定基金に特例補塡交付金を交付する

ものとする。 

 ２ 配合飼料価格安定基金は、前項の規定により特例補塡交付金の交付を受けたとき

は、これを可及的速やかに当該基金に加入している畜産経営者に対して補塡交付金

として交付するものとする。  

３ 交付等要綱第７第４項に定めるところによる、交付等要綱第６第２項に該当した

場合の配合飼料の単位数量１トン当たりの特例補塡交付金の額については、総特例

補塡額の1/2とする。 

 ４ 特例補塡交付金の交付に要する額は、調整勘定から全額を支弁する。 

 

第３ 特例補塡交付金の不交付及び返還 

機構は、配合飼料価格安定基金が次に掲げる事由のいずれかに該当する場合には、

特例補塡交付金の全部若しくは一部を交付せず、又は既に交付した特例補塡交付金の

全部若しくは一部を返還させることとする。 

ア 機構に提出した書類に虚偽の記載があったとき 



イ 当該基金に加入している畜産経営者に対して、総特例補塡額に基づかない額によ

り特例補塡金の交付を計画し、又は特例補塡金を交付したとき 

ウ その他機構に対する業務を怠ったとき



別 紙 

 

算式ア 
Σ(Ｐ１"iＱ１"i＋Ｐ２"iＱ２"i＋Ｐ３"iＱ３"i＋Ｐ４"iＱ４"i＋Ｐ５"iＱ５"i） 

Ｐs"＝ 
Σ(Ｑ１"i＋Ｑ２"i＋Ｑ３"i＋Ｑ４"i＋Ｑ５"i） 

Ｐs"  : 求める基準輸入原料価格 

Ｐ１"i: 異常補塡交付金交付対象期（交付等要綱に定めるものいう。以下同じ。）の直前10 

四半期に供給された配合飼料に対応する各月のとうもろこしの平均輸入価格 

Ｑ１"i: Ｐ１"iに対応する各月のとうもろこしの使用量 

Ｐ２"i: 異常補塡交付金交付対象期の直前10四半期に供給された配合飼料に対応する各月の 

こうりゃんの平均輸入価格 

Ｑ２"i: Ｐ２"iに対応する各月のこうりゃんの使用量 

Ｐ３"i: 異常補塡交付金交付対象期の直前10四半期に供給された配合飼料に対応する各月の 

大豆油かすの平均輸入価格 

Ｑ３"i: Ｐ３"iに対応する各月の大豆油かすの使用量 

Ｐ４"i: 異常補塡交付金交付対象期の直前10四半期に供給された配合飼料に対応する各月の 

大麦の平均輸入価格 

Ｑ４"i: Ｐ４"iに対応する各月の大麦の使用量 

Ｐ５"i: 異常補塡交付金交付対象期の直前10四半期に供給された配合飼料に対応する各月の 

小麦の平均輸入価格 

Ｑ５"i: Ｐ５"iに対応する各月の小麦の使用量 

 

算式イ 

Ａ ＝ Ｐ －  Ｐs"  － Ｃ 

Ａ  ： 求める総緊急補塡額（ただし、50円単位とし、端数を切り捨てるものとする。） 

Ｐ  : 交付等要綱算式Ⅱによる、異常補塡交付金交付対象期の平均輸入原料価格 

Ｐs : 交付等要綱算式Ⅰによる、基準輸入原料価格 

Ｐs" ： 算式アによる、基準輸入原料価格 

Ｃ  : Ｐ － Ｐs 

ただし、50円単位とし、端数を切り捨てるものとする。 

また、499以下の場合は計算に含めない。 

 

算式ウ 

Ａ   ＝  Ａｂ  × ３/４ － Ｃ 

Ａ  ： 求める総緊急補塡額（ただし、50円単位とし、端数を切り捨てるものとする。） 

Ａｂ ： 緊急補塡交付金交付対象期の前四半期の総緊急補塡額 

ただし、緊急補塡対象期間の１四半期目においては、その前の四半期における交付 

等要綱に基づく異常補塡金交付額及び配合飼料価格安定基金が業務方法書により行う

通常価格差補塡金の交付額の合計とする。 

Ｃ  ：算式イのＣと同じ 

 

  



算式エ 
          Ｐ 

Ｂ ＝ Ｐs(       － 1.15 ) 
Ｐs 

Ｂ  : 求める総特例補塡額の限度額 

Ｐs : 算式イのＰsと同じ 

Ｐ  : 算式イのＰと同じ 

 

算式オ 
           Ｐ 

Ｂ  ＝ Ｐs'（     － 1.15 ×  1.15 ） 
Ｐs' 

Ｂ ：求める総特例補塡額の限度額 

Ｐs'：交付等要綱算式Ⅴによる、特例基準輸入原料価格 

Ｐ ：算式イのＰと同じ 

 

算式カ 

Ｂ ＝ （Ｐ － Ｐs）  × １/３ 

Ｂ : 求める総特例補塡額の限度額 

Ｐs : 算式イのＰsと同じ 

Ｐ : 算式イのＰと同じ 

 

算式キ 

 

Ⅾ ＝ Ｅ － Ｂ 

Ⅾ ： 求める通常価格差補塡金の額 

Ｅ ： Ｐ － Ｐs（ただし、50円単位とし、端数を切り捨てるものとする。） 

Ｐs ： 算式イのＰsと同じ 

Ｐ  ： 算式イのＰと同じ 

Ｂ  ： 算式エのＢと同じ 

 

算式ク 

 

Ⅾ  ＝ Ｅ － Ｂ 

Ⅾ ： 求める通常価格差補塡金の額 

Ｅ ： Ｐ － Ｐs（ただし、50円単位とし、端数を切り捨てるものとする。） 

Ｐs ： 算式イのＰsと同じ 

Ｐ  ： 算式イのＰと同じ 

Ｂ  ： 算式オ又は算式カにより算出された額のいずれか小さい額 
 

√ 


